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委員会報告

総　務
常任委員会

委員長 吹田　薫

可決
すべき

●
議
第
122
号　

高
島
市
個
人
番
号
の
利
用
に
関
す
る

　

条
例
の
一
部
を
改
正
す
る
条
例
案

　

行
政
手
続
に
お
け
る
特
定
の
個
人
を
識
別
す
る
た
め

の
番
号
の
利
用
等
に
関
す
る
法
律
の
規
定
に
基
づ
き
、

市
民
の
利
便
性
の
向
上
お
よ
び
事
務
の
効
率
化
を
図
る

た
め
、
主
に
福
祉
分
野
に
お
け
る
個
人
番
号
の
利
用
を

行
う
事
務
を
新
た
に
追
加
す
る
も
の
。

　

質
疑
で
は
、
委
員
か
ら
の
「
個
人
番
号
の
利
用
に
お

い
て
、
情
報
漏
え
い
防
止
の
観
点
で
対
策
は
と
ら
れ
て

い
る
の
か
」
と
の
発
言
に
対
し
、
執
行
部
か
ら
は
、「
個

人
番
号
の
業
務
上
の
利
用
に
つ
い
て
は
、
職
員
一
人
ひ

と
り
に
パ
ス
ワ
ー
ド
を
付
与
し
、
さ
ら
に
個
人
の
生
体

認
証
で
利
用
承
認
を
す
る
二
重
の
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
対
策

を
し
て
い
る
」
旨
の
回
答
が
あ
り
ま
し
た
。

　

討
論
で
は
、
個
人
番
号
の
利
用
に
つ
い
て
は
全
国
的

な
巨
大
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
運
用
の
中
で
情
報
漏
え
い
事

案
も
発
生
し
て
お
り
、
自
身
の
特
定
情
報
を
行
政
が
把

握
し
て
い
く
こ
と
に
強
い
不
安
が
あ
る
市
民
も
お
ら
れ

る
中
で
の
利
用
拡
大
に
は
納
得
で
き
ず
、
制
度
を
一
旦

中
止
し
徹
底
検
証
や
国
民
的
な
議
論
を
行
う
べ
き
、
と
の

反
対
討
論
が
あ
り
ま
し
た
。

　

採
決
の
結
果
、
付
託
を
受
け
た
６
議
案
は
い
ず
れ
も
「
可

決
す
べ
き
も
の
」
と
決
定
し
ま
し
た
。

反
対

森
脇　

徹

本会議での討論

賛
成

今
城　

克
啓

　

添
付
書
類
の
提
出
が
省
略
で
き
る
な
ど
、
窓
口
事

務
に
お
け
る
市
民
の
皆
様
の
ご
負
担
が
少
な
く
な

り
、
効
率
的
で
的
確
な
事
務
処
理
も
期
待
で
き
る
。

ま
た
、
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
分
離
や
指
紋
認
証
な
ど
、

万
全
な
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
対
策
が
図
ら
れ
て
い
る
。

森
脇　

徹

森
脇　

徹

　

不
妊
治
療
費
用
補
助
な
ど
本
人
と
家
族
し
か
知
り

得
な
い
18
件
も
の
重
要
情
報
の
適
用
拡
大
に
反
対

だ
。
個
人
情
報
保
護
委
員
会
で
監
視
と
い
う
が
、
完

全
な
管
理
運
用
が
保
障
さ
れ
る
か
住
民
に
不
安
が
あ

る
。
制
度
は
中
止
し
て
徹
底
検
証
し
、
見
直
す
べ
き
。

　

市
民
の
経
済
状
況
は
、
議
員
や
市
長
な
ど
特
別
職

の
期
末
手
当
を
引
上
げ
ら
れ
る
環
境
に
な
く
据
え
置

く
べ
き
。
市
内
事
業
所
で
は
、
多
く
は
昨
年
と
同
額

か
引
下
げ
だ
。
市
条
例
に
準
じ
た
期
末
手
当
を
出
せ

る
福
祉
現
場
は
、
少
な
い
の
が
実
際
だ
。

議
第
122
号　

高
島
市
個
人
番
号
の
利
用
に
関
す

る
条
例
の
一
部
を
改
正
す
る
条
例
案

議
第
137
号　

高
島
市
議
会
議
員
の
報
酬
等
に
関

す
る
条
例
の
一
部
を
改
正
す
る
条
例
案

反
対

反
対

文教福祉
常任委員会

委員長 大槻ゆり子

可決
すべき

●
公
の
施
設
の
指
定
管
理
者
の
指
定
に
つ
き
議
決
を
求

め
る
こ
と
に
つ
い
て

◦
議
第
96
・
97
・
98
・
99
号
（
今
津
総
合
運
動
公
園
の

施
設
に
関
連
す
る
４
施
設
）

　

「
議
案
は
別
に
な
っ
て
い
る
が
、
指
定
管
理
料
は
ま

と
め
て
計
算
さ
れ
て
い
る
こ
と
か
ら
議
案
も
１
件
に
ま

と
め
る
こ
と
が
で
き
な
い
の
か
」
と
の
質
問
に
対
し
、

「
今
津
総
合
運
動
公
園
は
都
市
公
園
に
指
定
さ
れ
て
い

る
が
、
残
り
の
３
施
設
は
そ
の
区
域
外
で
あ
り
、
条
例

上
1
つ
に
ま
と
め
る
こ
と
が
で
き
な
い
」
旨
の
答
弁
が

あ
り
ま
し
た
。

◦
議
第
101
・
102
・
103
号
（
特
別
養
護
老
人
ホ
ー
ム
や
ま

ゆ
り
の
里
の
施
設
に
関
連
す
る
３
施
設
）

　

「
公
募
期
間
中
に
応
募
が
な
く
非
公
募
で
選
定
と

な
っ
て
い
る
が
、
公
募
の
募
集
条
件
と
非
公
募
の
募
集

条
件
と
変
更
し
た
と
こ
ろ
は
あ
る
の
か
」
と
の
質
問
に

対
し
、
「
条
件
は
変
え
て
い
な
い
」
と
答
弁
が
あ
り
ま

し
た
。

　

こ
の
ほ
か
2
議
案
を
含
む
付
託
さ
れ
た
9
議
案
は
、

い
ず
れ
も
「
可
決
す
べ
き
も
の
」
と
決
定
し
ま
し
た
。

議
決
案
件
の
審
査
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●
公
の
施
設
の
指
定
管
理
者
の
指

定
に
つ
き
議
決
を
求
め
る
こ

と
に
つ
い
て
（
18
施
設
）

　

今
年
度
末
に
指
定
期
間
が
満
了

す
る
農
林
水
産
部
所
管
の
９
施

設
、
な
ら
び
に
商
工
観
光
部
が
所

管
す
る
９
施
設
に
つ
い
て
、
指
定

管
理
者
の
適
否
を
判
断
す
る
も

の
。

　

委
員
か
ら
は
、
指
定
管
理
者
が

も
っ
と
積
極
的
な
運
営
姿
勢
を
と

る
と
と
も
に
、
施
設
ご
と
に
特
色

づ
け
を
す
る
な
ど
し
、
将
来
的
に

自
立
し
た
運
営
が
行
え
る
よ
う
協

議
を
し
て
い
く
べ
き
、
ま
た
、
道

の
駅
な
ど
は
、
出
荷
者
の
高
齢
化

に
よ
り
出
荷
量
が
確
保
で
き
な
い

等
の
問
題
が
あ
る
。
他
の
施
設
と

も
連
携
し
な
が
ら
出
荷
量
を
確
保

し
て
い
く
体
制
を
つ
く
る
べ
き
、

と
の
意
見
が
あ
り
ま
し
た
。

●
高
島
市
マ
キ
ノ
サ
ニ
ー
ビ
ー
チ

の
設
置
お
よ
び
管
理
に
関
す

る
条
例
を
廃
止
す
る
条
例
案

　

マ
キ
ノ
サ
ニ
ー
ビ
ー
チ
施
設
を

地
元
へ
譲
渡
す
る
に
伴
い
、
行
政

財
産
か
ら
普
通
財
産
に
変
更
す
る

必
要
が
あ
る
こ
と
か
ら
、
同
施
設

の
設
置
お
よ
び
管
理
に
関
す
る
条

例
を
廃
止
す
る
も
の
。

　

委
員
か
ら
は
、
譲
渡
し
た
ら
終

わ
り
と
い
う
の
で
は
な
く
、
そ
の

後
も
何
ら
か
の
形
で
、
市
が
後
方

支
援
す
る
こ
と
は
必
要
。
ま
た
、

当
施
設
は
、
市
に
お
け
る
大
き
な

観
光
拠
点
の
一
つ
で
あ
る
こ
と
か

ら
、
譲
渡
後
に
お
い
て
も
市
や
観

光
協
会
等
と
し
っ
か
り
連
携
し
、

市
全
体
の
観
光
振
興
に
繋
げ
て
い

く
こ
と
が
大
事
、
と
の
意
見
が
あ

り
ま
し
た
。

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

　

こ
の
ほ
か
、
「
高
島
市
農
業
用

施
設
の
設
置
お
よ
び
管
理
に
関
す

る
条
例
の
一
部
を
改
正
す
る
条
例

案
」
お
よ
び
「
高
島
市
営
住
宅
等

の
設
置
お
よ
び
管
理
に
関
す
る
条

例
の
一
部
を
改
正
す
る
条
例
案
」

に
つ
い
て
も
審
査
を
行
い
ま
し

た
。

　

採
決
の
結
果
、
付
託
を
受
け
た

21
議
案
は
、
い
ず
れ
も
「
可
決
す

べ
き
も
の
」
と
決
定
し
ま
し
た
。

産業建設
常任委員会

委員長 万木　豊

委員会報告

本会議での討論

賛
成

賛
成

賛
成

賛
成

　

就
学
援
助
費
の
補
正
計
上
は
、
苦
労
し
て
子
育
て
す
る

家
族
を
励
ま
す
。
入
学
準
備
の
た
め
必
要
な
時
期
に
、
適

切
な
対
応
を
。
冬
季
時
期
を
控
え
防
災
行
政
無
線
中
継
子

局
の
改
修
、
課
題
も
あ
る
が
学
童
保
育
の
増
額
補
正
も
市

民
の
願
い
に
応
え
た
予
算
で
あ
る
。

　

本
補
正
予
算
案
は
、
人
事
院
勧
告
に
よ
る
人
件
費
の

補
正
の
ほ
か
、
台
風
21
号
の
被
害
を
受
け
た
パ
イ
プ
ハ

ウ
ス
や
獣
害
柵
な
ど
の
復
旧
支
援
を
行
う
た
め
の
事
業

費
が
計
上
さ
れ
て
い
る
。
た
か
し
ま
野
菜
の
安
定
供
給

の
為
に
は
必
要
な
支
援
で
あ
る
。

福
井　

節
子

廣
部　

真
造

　

台
風
21
号
で
市
内
各
地
が
長
期
停
電
し
た
際
、
防
災

無
線
が
使
用
で
き
な
か
っ
た
問
題
に
対
応
す
る
た
め
、

防
災
無
線
中
継
局
な
ど
の
バ
ッ
テ
リ
ー
を
増
設
す
る
費

用
が
計
上
さ
れ
て
い
る
。
市
民
の
安
全
・
安
心
の
た
め

に
早
急
に
対
応
す
る
こ
と
を
評
価
す
る
。

　

人
勧
に
よ
る
人
件
費
増
額
補
正
は
良
と
す
る
が
、
市

民
の
目
は
厳
し
い
。
市
長
等
特
別
職
・
議
員
の
期
末
手

当
引
上
げ
は
理
解
得
ら
れ
な
い
。
し
か
し
、
主
た
る
補

正
は
激
甚
災
害
復
旧
の
電
柵
・
農
業
用
パ
イ
プ
ハ
ウ
ス

な
ど
の
予
算
で
あ
る
。
市
独
自
補
助
の
予
算
も
計
上
。

河
越　

安
実
治

福
井　

節
子

議
第
128
号　

平
成
29
年
度
高
島
市
一
般
会
計
補
正
予
算
（
第
７
号
）
案

議
第
140
号　

平
成
29
年
度
高
島
市
一
般
会
計
補
正
予
算
（
第
８
号
）
案

可決
すべき

●
防
災
行
政
無
線
維
持
管
理
事
業
…
２
８
８
４
万
円

　

防
災
行
政
無
線
の
山
間
部
に
設
置
さ
れ
て
い
る

中
継
局
や
子
局
の
バ
ッ
テ
リ
ー
を
増
設
す
る
も

の
。
こ
れ
に
よ
り
、
３
日
程
度
の
停
電
時
も
放
送

を
継
続
で
き
る
。

●
補
助
林
道
災
害
復
旧
事
業
…
…
１
６
０
９
万
円

　

台
風
で
被
災
し
た
林
道
の
復
旧
工
事
を
行
う
も

の
。

●
小
学
校
情
報
教
育
整
備
事
業
…
１
２
１
８
万
円

　

企
業
版
ふ
る
さ
と
納
税
を
原
資
に
Ｉ
Ｃ
Ｔ
機
器

の
整
備
を
行
う
も
の
。

●
た
か
し
ま
野
菜
生
産
拡
大
事
業

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

…
…
１
８
２
４
万
円

　

台
風
に
よ
り
被
災
し
た
パ
イ
プ
ハ
ウ
ス
の
再
建

に
対
し
支
援
を
行
う
も
の
。

●
人
件
費　
　
　
　
　
　
　

…
…
３
２
７
２
万
円

　

人
事
院
勧
告
を
踏
ま
え
た
給
与
の
改
定
に
伴
う

補
正
を
行
う
も
の
。

　

付
託
さ
れ
た
13
議
案
は
い
ず
れ
も
「
可
決
す
べ

き
も
の
」
と
決
定
し
ま
し
た
。

予　算
常任委員会

委員長 秋永安次

可決
すべき

一
般
会
計
補
正
予
算　

主
な
事
業



　道路は、市民の生活や活力ある経済・社会活動を支えるとともに、

災害時には市民の命を守るライフラインとして機能するなど、市民の

安全・安心を確保するためになくてはならない社会基盤であり、地方

創生の実現には道路整備の推進が必要不可欠である。

　本市の道路ネットワークを構成する一般国道や県道、市道の整備は

いまだ十分とは言えず、一層の道路整備の促進が求められている。ま

た、防災・減災対策としての道路ネットワークの強靭化や、地域活性

化につながる整備の推進も重要となっている。

　さらに、「道路整備事業に係る国の財政上の特別措置に関する法律」

（以下「道路財特法」という。）による補助率等のかさ上げ措置につい

ては、平成２９年度までの時限措置となっており、平成３０年度以降、

この措置が廃止されることになれば、道路整備の推進に深刻な影響を

及ぼすこととなる。

　よって、国会および政府におかれては、地方における道路の迅速か

つ着実な整備を促進するために、下記の措置を講じられるよう強く求

める。

記

１　平成３０年度予算において、必要な道路関係予算の総額を確保す

るとともに、平成２９年度補正予算を編成し、必要な事業の推進

を図ること。また、道路整備に係る補助率等の拡充を図ること。

２　道路財特法の補助率等のかさ上げ措置については、平成３０年度

以降も継続すること。

　以上の内容を可決し、地方自治法第９９条の規定により衆議院議長、

参議院議長、内閣総理大臣、財務大臣、総務大臣、国土交通大臣あて

に意見書を提出しました。

『
道
路
の
整
備
促
進
を
求
め
る
意
見
書
』
を
可
決
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意 見 書


